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研究要旨 
【目的】科学的根拠に基づく情報を迅速に国民に提供し、適切な活用につなげるには、持

続可能な作成体制、情報の質を担保したどり着きやすくする仕組み、正しい情報の適切な

活用を促す支援環境の整備が必要であり、一部のみではなし得ない。本研究では、がんを

心配して情報を探し始める場面から適切にがん拠点病院等につながり、患者らが必要に応

じて正しい情報を入手できるよう、1）正しい情報の持続可能な作成・提供体制、2）情報

の質を担保し、たどり着きやすくする仕組み、3）相談員らによる正しい情報の活用を促

す支援環境の整備の3つの観点から（1）持続可能ながん情報提供体制とそれに関わる諸要

件の検討、（2）国内外の情報の質を担保する規制を含めた諸要件の整理、（3）情報検索会

社とともに実施するがん情報サービスの情報検索パターンや特性による実態把握、（4）相

談員用がん情報データベース基盤のがん種の拡張の4つの側面から検討し、結果を統合し

て提言書をまとめることを目的とした。 
【方法】（1）持続可能ながん情報提供体制整備のあり方について提言書をまとめるととも

に、公的/営利企業サイトのリンクに関する意識調査を実施した。（2）自由診療等で行われ

ている保険適用外のがん免疫療法に関するシステマティックレビューを行い、エビデンス

の強さの評価とメタアナリシスを実施した。（3）情報検索会社と連携して、適切な情報に

たどり着きやすくするための検討、がん情報サービスの経年的な利用者実態の把握、先進

的な医療に関する用語に関する認識の調査を行った。（4）相談員を対象にWeb上のがん関

連情報の中から信頼性の高い情報を見極める視点を学ぶワークショップを企画・実施し、

その効果を検証した。 
【結果・考察】（1）本研究に関わる各関連団体の活動内容等の整理から、各々の団体のみ

では解決が難しい課題は多く、各団体の強みを活かせる協議・具体的な活動を行える場を

持つことが、課題解決の一歩となると考えられた。また公的/営利企業サイトのリンクは、

その範囲と信頼性を明確にして設置することで、患者や家族が入手できる情報の種類が広

がり、利便性が向上すると考えられた。（2）学術団体に協力する形で実施した一連のガイ

ドライン作成への貢献は、一組織のみでは手が届きにくい関心領域やより詳細な情報作成

につながると考えられた。今後は、これをいかに持続可能な形にしていくかが重要である

と考えられた。（3）情報検索会社と行ったキーワード提示によりアクセス数が増加し、適

切な情報へつながる導線がより強化されると考えられた。一方で情報の利用者に対する調

査では、用語の基本知識の必要性や細やかな情報ニーズへの対応が求められていることが

示された。適切な情報へのアクセスには、正しく・適切な“情報があること”が前提とな

るため、情報作成の課題の克服と併せた検討が求められる。（4）信頼性の高い情報を見極

める力を相談員が高めていく上でワークショップ開催は、一定の効果があると考えられ

た。さらにワークショップでの評価検討プロセスを広く共有・公開等していくことによ

り、リソースの限られた相談支援センターでも評価の視点を学ぶなど活用できる可能性が

示唆された。 
【結論】各側面から見えてきた実態や課題からは、国民の科学的根拠に基づく情報の適切

な利用は解決されておらず、利用者の情報ニーズの多様化は進んでいることが示唆され

た。また各がん関連団体で必要とされる情報の作成・提供、普及の努力が行われているも

のの、各々の取組では解決が難しい状況が課題として示された。各団体の強みを活かせる

よう協議し、具体的な活動を行える場を持つことが、課題解決の一歩として重要である。 



A． 研究目的 
科学的根拠に基づく情報を迅速に国民に提供し、

適切な活用につなげるには、持続可能な作成体制、情

報の質を担保したどり着きやすくする仕組み、正し

い情報の適切な活用を促す支援環境の整備が必要で

あり、一部のみではなし得ない。先行研究班（H29-
がん対策-一般-005）では、将来に亘って持続可能な

がん情報提供体制に関して、情報の入り口は1つとし

つつも、今後も増え続ける情報作成・提供と更新を、

基本情報と詳細情報に役割分担して適切に正しい情

報につなげていく体制（All Japanがん情報コンソー

シアム）案を提示し、関連学会や患者会等を含め方向

性の合意は概ね得られた。一方で体制整備の財源や

人的資源、一本化した情報の入り口にたどり着きや

すくする方策も必要であり、情報の質を担保しつつ、

正しい情報を選択しやすくする環境や情報検索会社

等の企業を交えた検討も重要である。さらに多領域

に亘る科学的根拠に基づく情報の更新も速く、相談

員を含む医療者が迅速に情報を探し、活用できるた

めの方策も必要である。 
本研究では、がんを心配して情報を探し始める場

面から適切にがん拠点病院等につながり、患者らが

必要に応じて正しい情報を入手できるよう、以下の3
つの検討からAll Japanによる情報提供に関する方

策を提言することを目的とした。 
 
１．国、国立がん研究センター、関係学会等との連携

による持続可能な情報作成体制（All Japanがん情報

コンソーシアム）とそれに関わる諸要件の検討 
- 企業等との協働による財源・情報作成・活用・提

供・普及の仕組みのパイロット事業による検討 
- 提供される情報の質を担保する規制を含む諸要

件の検討 
 
２．情報検索会社等との連携による、情報探索パター

ン等に応じた正しい情報にたどり着きやすくするシ

ステムの開発 
 
３．相談員のための診療ガイドライン・データベース

の作成と活用促進に向けた検討  
 
B．研究方法 
本研究では、1）正しい情報の持続可能な作成・提

供体制の検討、2）情報の質を担保し、たどり着きや

すくする仕組みの検討、3）相談員らによる正しい情

報の活用を促す支援環境の整備の検討について、4つ
の検討グループで検討し、結果を統合して提言書を

まとめることとした。 
 
（1）持続可能ながん情報提供体制（All Japan がん

情報コンソーシアム）とそれに関わる諸要件の検討

では、3年目にあたる本年度は、これまでの活動内容

を踏まえ、「科学的根拠に基づくがん情報の迅速な作

成と提供のための体制整備のあり方について」今後

必要な活動を整理し、提言書をまとめることを目的

とした。本研究に付随して実施されたパイロット事

業の活動を通して抽出された課題やその対応策、ま

たがんの学術団体等を含むがんの情報提供を担う関

連団体における活動内容と課題、調査結果等から今

後必要な活動について整理した。 
 また、これに関連する調査として、公的サイトと営

利企業サイトのリンクに関する意識調査を実施した。 
 
「がん情報サービス」と営利企業が運営する患者

向けウェブサイトとの将来的な連携のあり方を検討

することを目的とした調査では、2つの調査を計画し、

調査1では、血液悪性腫瘍を取り上げ、研究班ウェブ

サイトに製薬企業が運営する患者向けウェブサイト

のリンク集を掲載し、さらに「がん情報サービス」か

ら研究班サイトへのリンクを設置したうえで利用状

況を検証した。調査2では、がん情報サービス利用者

を対象に、公的機関と企業のウェブサイトとの連携

に関する考えを尋ねるウェブ調査を実施した。 
 
（2）国内外の情報の質を担保する規制を含めた諸要

件の整理では、本研究では、患者等ががんを心配して

情報を探し始める場面から適切にがん拠点病院等に

つながり、必要に応じて正しい情報を入手できるよ

う、国内外の情報の質を担保する規制を含む諸要件

を検討することを目的として、自由診療等で行われ

ている保険適用外のがん免疫療法に関するシステマ

ティックレビューを行った。がん免疫療法ガイドラ

イン第3版（日本臨床腫瘍学会編）のガイドライン委

員会委員長の許可を得て、日本臨床腫瘍学会からの

外部委託という形で、システマティックレビューを

実施した。研究班で募った5名のシステマティックレ

ビュー等の経験をもつ医師の協力を得て、検索され

た文献のうち、一次・二次スクリーニングを行い、臓

器ごとに、ワクチン療法とエフェクターT細胞療法の

各文献のエビデンスの強さ等を評価し、必要に応じ

てメタアナリシスを実施した。その結果をもとに、ガ

イドラインの各臓器の部分に追記した。なおガイド

ライン自体は、2023年3月に発刊された。 
 



（3）インターネット上の情報検索パターン等につい

て情報検索会社とともに行う実態把握については、

インターネット上で増加するがん情報の中には科学

的根拠に基づかないがん情報が含まれ、適切な情報

にたどり着きにくい状況が生じていることが課題に

なっている。この領域の検討としては、3つ実施した。

まず1つ目の検討として、情報検索会社と連携して、

がん患者や家族等ががんに関する情報をインターネ

ットで検索した際に、がん情報サービスの適切な情

報にたどり着きやすくするための検討を行った。具

体的には、がんに関する検索ワードを分析・整理し、

検索結果をわかりやすく、かつ上位に表示すること

での、がん情報サービスにアクセスしやすくする工

夫の試行、評価に向けて、1) 検索からがん情報サー

ビスへのアクセス状況の分析、2)検索サービスの違

いによるがん情報サービスへのアクセスの違い、3)
検索結果の表示法改善案の作成、4)検索結果の表示

法変更によるがん情報サービスアクセスの変化の評

価を行った。 
 
さらに、2つ目の検討として、「がん情報サービス」

の利用者の経年的な実態の把握および先進的な医療

に関する用語に関する認識の把握を目的に、それぞ

れ調査を実施した。がん情報サービスの利用者を対

象とした調査では、がん情報サービス利用者に、We
bアンケートフォームを用いた無記名自記式の調査

を行った。がん情報サービスのページに2～3分、2～
3ページ閲覧した方に対して、調査協力依頼のポップ

アップが表示されるようにし、協力を得られた604名
を対象に分析を行った。 
 

3つ目の検討として、先進的な医療に関する用語に

対する認識の把握に関する調査を、一般市民を対象

として2023年3月にWeb調査を実施した。対象は、W
eb調査会社にパネル登録している一般市民2,000人
である。無記名自記入式のウェブ調査票を用いて、業

務委託先のWeb調査会社を通じて調査協力を依頼し、

実施した。調査内容として、先進的な医療に関する用

語の認識と、がん治療の補完代替療法の利用意向等

について質問した。 
 
（4）相談員用がん情報データベース基盤のがん種の

拡張に向けた検討については、2年目に相談員を対象

に実施した調査を受けて、「相談員が、確かな情報に

基づく質の高い相談支援を、がん患者や家族等の相

談者に提供できるようになること」を目指して、数多

あるがん関連情報の中から信頼性の高い情報を見極

める視点を学ぶワークショップを企画し、実施した。

参加型ワークショップの形態をとり、信頼性の気に

なるサイトを各自持ちより、サイトの紹介と参加者

全員での議論を全10サイトについて行った。当該プ

ログラムの効果および必要な改善点を明らかにする

ため、がん関連情報の評価に対する知識や自信の変

化を、ワークショップ前後にWEBアンケートを実施

し、参加前後の知識の比較を行った。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は、患者のヘルシンキ宣言（世界医師会）の

精神と『人を対象とする医学系研究に関する倫理指

針』（文部科学省・厚生労働省）に従い実施した。 
 
C．研究結果 
（1）持続可能ながん情報提供体制（All Japan がん

情報コンソーシアム）とそれに関わる諸要件の検討 
科学的根拠に基づくがん情報の迅速な作成と提供

のための体制整備のあり方について、本研究に関わ

る各関連団体の活動内容等から、1）限られた人材・

予算の中で、常に最新の情報に更新することが難し

いこと、2）「がん情報サービス」へアクセスし、探

していた情報にたどり着くことができた人の割合は、

2018年から2021年にかけては横ばいで増加してい

ないことなど、7つのがんに関する情報の現状の課題

が整理された。 
 
「がん情報サービス」と営利企業が運営する患者

向けウェブサイトとの将来的な連携のあり方を検討

することを目的に行った2つの調査結果では、調査1
において、がん情報サービスから研究班サイト、研究

班サイトから製薬企業サイトへのリンク設置前後の

アクセス数を比較すると、いずれも増加していた。調

査2では、がん情報サービス利用者604人から回答を

得た。がん情報サービス上で営利企業が運営するウ

ェブサイトを紹介することについては、がん情報サ

ービスよりも詳しい情報が得られるのであればよい

ことだと思うとの回答が過半数を占め、がん情報サ

ービス上で営利企業のサイトを紹介する際に選択理

由を示すことについては、95%が必要だと回答した。

一方で、がん情報サービスが紹介するサイトの運営

元として適切かどうかを業種別（医薬品製造業、医療

用機械器具製造業、化粧用品製造業、保険業）に尋ね

たところ、適切であるとの回答は、業種によって約4
5～70%、不適切である／あまり適切でないとの回答



は約5～20%と幅があった。 
 
（2）国内外の情報の質を担保する規制を含めた諸要

件の整理 
自由診療等で行われている保険適用外のがん免疫

療法に関するシステマティックレビューを行ったと

ころ、前回までのがん免疫療法ガイドライン第2版に

おいても、エフェクターT細胞療法やワクチン療法の

有効性が示されているがん種はほとんど存在しなか

った。今回は、造血器腫瘍やメラノーマなど、一部の

がんでエフェクターT細胞療法やワクチン療法の有

効性が示されていた。一方で、現時点では、殆どのが

ん種で、ワクチン療法の種類もまちまちであり、RC
Tで対照群と比較して有効な結果を示しているもの

はほとんどなかった。また一部有望な結果が出てい

る研究については、細胞製剤の調整の方法が詳細に

示されておらず、再現性に疑問が生じる部分があっ

た。 
 
（3）情報検索会社とともに、がん情報サービスの情

報検索パターンや特性による実態把握 
1つ目の検討として行った情報検索会社と連携し

て実施した適切な情報にたどりやすくするための検

討の結果、がん情報サービスの利用者が使用するデ

バイスは約75%がスマートフォンになっていた。ス

マートフォンの利用者は「各種がん」で提示されるペ

ージを中心に見に来ており、PCでの流入キーワード

（検査や症状などが中心）との違いが見られた。検索

会社により、がん情報サービスへ流入する検索ワー

ドに差異があった。したがって効果検証については、

①比較的少ないワードについて、②検索結果をわか

りやすく、③上位に表示するの3点に留意してツール

を制作して行った。その結果、当該ツールの導入によ

り、作成提示した多くのキーワード、サブキーワード

で、がん情報サービスへの流入の増加が見られた。 
 

2つ目のがん情報サービスの利用者調査の分析結

果では、6割近くの利用者ががん患者本人であり、病

態や治療について診断初期からの情報収集のため使

用されていた。昨年度実施したアンケート調査との

同様項目の比較では、利用者の属性（学歴）や、がん

情報サービスで特定の情報を探していたかといった

項目に差はみられなかったものの、「がん情報サービ

スで探していた情報は手に入ったか」の項目では「ほ

ぼ全て手に入った」「一部は手に入った」と回答した

利用者の割合が昨年度調査と比較して増加していた。

がん情報サービスへの意見や要望を広く募る質問で

は、サイトの信頼性の高さを評価する声や、今後のさ

らなる情報拡充への期待を込めたコメントが多く寄

せられた一方、改善してほしい内容として特に女性

で、がん患者本人の闘病や復職、サポートする家族の

体験談を求める内容が多くみられた。 
 

3つ目の検討である一般市民における先進的な医

療に関する用語に対しての認識は、用語により認識

に差があり、正確にその内容を把握されていないこ

とが示された。一部の補完代替療法は日常的に利用

されており、特にがん治療に対する補完代替療法の

利用においては、精神的な支えをこれらの療法にて

得たい考えを持っていることが予想できた。また、補

完代替療法によるがんの完治を期待する者も4割程

度みられ、がんと診断され治療を受ける際には、補完

代替療法に対し過度な期待を持つ者がいることを想

定できた。 
 

（4）相談員用がん情報データベース基盤のがん種の

拡張に向けた検討 
信頼性の高い情報を見極める視点を学ぶワークシ

ョップには、全国から28名の相談員が参加した。事前

課題をもとに、運営主体や情報元、標準治療との比較、

サイト目的や広告の有無、更新状況等についての活

発な意見交換が行われた。議論をふまえてのWEBサ

イト評価結果としては、「承認：2サイト、条件付き

承認：3サイト、非承認：5サイト（計10サイト）」と

なった。参加前後の評価では、絶対量としての評価

（参加前後の知識の比較）は、情報の評価視点を意識

する程度に変化が見られた。また事後アンケートで、

他の参加者との相互作用によって学びが深まったと

いう意見があげられていた。 
 
D．考察 
（1）持続可能ながん情報提供体制（All Japan がん

情報コンソーシアム）とそれに関わる諸要件の検討 
科学的根拠に基づくがん情報の迅速な作成と提供

のための体制整備のあり方について、本研究に関わ

る各関連団体の活動内容等の整理から、各々の団体

のみでは解決が難しい内容が整理された。あげられ

た課題は、各団体で限られたリソースの中で、よりよ

い情報作成と提供のための活動努力の上での課題で

あると考えられた。公益財団法人によるパイロット

事業で実施された製薬企業との治験情報の解説の作

成公開のように、各団体の強みを活かせるよう協議



し、具体的な活動を行える場を持つことが、課題解決

の一歩となると考えられた。 
 
 「がん情報サービス」と営利企業が運営する患者向

けウェブサイトとの将来的な連携のあり方を検討す

ることを目的に行った2つの調査結果から、がん情報

サービスから製薬企業等の営利企業が運営するウェ

ブサイトへのリンクを設置することで、患者や家族

が入手できる情報の種類が広がり、利便性が向上す

る可能性があると考えられた。がん情報サービスか

ら営利企業が作成する患者向けウェブサイトへのリ

ンクを設置するためには、情報の質を担保する方法、

情報の責任の所在の整理や、これらを利用者に明示

する方法等について、がん情報サービスと営利企業

が共同で更に検討を進める必要があると考えられた。 
 
（2）国内外の情報の質を担保する規制を含めた諸要

件の整理 
本研究では、日本臨床腫瘍学会からの委託という

形式をとり、研究班として一部のシステマティック

レビューと評価を担当し、学会から発刊するガイド

ラインの内容に掲載するという情報評価・作成～提

供までの一連の活動を実施することができた（「自由

診療等で行われている保険適用外のがん免疫療法に

関するシステマティックレビュー～有効性・安全性

に関する現時点のエビデンスの明確化～患者や家族

らが、がん免疫療法を判断する際の手がかりとする

ためのガイドラインへの掲載」）。さらに双方にこの

ような連携による最終成果物の作成（作成への貢献）

は、一組織のみでは、手が届きにくい関心領域やより

詳細な情報作成につながると考えられた。手が届き

にくいが必要とされている情報作成については、患

者等の視点も含めた複数の異なる領域の関係者とと

もに、あげられた課題を集約し、活動に結びつける体

制が必要であり、今回は、研究班の形で実施できたと

考えられる。今回の研究班と学会での連携による成

果は、双方に関わる関係者の綿密な調整によるとこ

ろが大きい。今後は、これをいかに持続可能な形にし

ていくかを考える必要がある。 
 

（3）情報検索会社とともに実施するがん情報サービ

スの情報検索パターンや特性による実態把握 
情報検索会社と連携して実施した適切な情報にた

どりやすくするための検討で行ったキーワード提示

によるアクセス数の検証では、多くのキーワードで

アクセス数が増加する結果となった。このようなア

クセス数の増加は、上位に検索結果が示されるだけ

でなく、情報検索会社で提示されるキーワード検索

の結果の概要がイラストとともに示されること、ま

たキーワードとともに検索されることが多いサブキ

ーワードがリストされることにもよると考えられる。

こうした背景により、がん情報サービスの適切なペ

ージへつながる導線がより強化されたことによると

考えられる。一方で、科学的根拠が乏しいがん治療に

ついては、がん情報サービス上の情報が少なく、検索

結果からの導線が設けにくい、あるいはツールが導

入しにくいという課題が明らかになった。検索結果

による信頼できる情報へのアクセスの強化は、あく

までもそうした“情報があること”が前提となる。し

たがって、情報作成の課題とともに検討をさらに進

める必要がある。 
 

2つ目の検討として実施したがん情報サービスの

利用者調査におけるがん情報サービスに対する意見

や要望を広く募る質問からは、正しいがんの情報に

加えて、情報共有できる場が求められていることが

考えられた。患者会やサロンのような場も都道府県

や各病院に設けられていることが多いが、まだ敷居

が高いことも回答の中でみられたため、インターネ

ット上で、中でも信頼できるWebサイト上での患者・

家族同士の情報共有ができる仕組みの構築も今後必

要になると予測される。今後さらに回答内容を詳細

に解析することにより、細やかなニーズの吸い上げ

とサイトへの反映が可能になることが期待される。 
 

3つ目の先進的な医療に関する用語の認識と関連

する要因に関する検討およびがん治療の補完代替療

法の利用意向調査による検討の結果から、一般市民

に対し科学的エビデンスに基づく信頼できるがん情

報を提供するためには、先進的な医療に関する用語

に関して、基本知識が持てるよう正確かつ適切な言

葉による情報伝達が重要であると考えられた。また

補完代替療法に対し、目的や利用時の注意点等の情

報をわかりやすく提示し、かつ多種の療法を網羅し

た情報提供が必要である。 
 
（4）相談員用がん情報データベース基盤のがん種の

拡張に向けた検討 
今回実施した参加型の信頼性の高い情報を見極め

る視点を学ぶワークショップのプログラムは、相談

員の情報を見極める力を相談員が高めていく上で一

定の効果があると考えられた。しかし、相談員全体か



ら見た時の波及効果は限定的である。今回のワーク

ショップで評価を行った10サイトのうち5サイトは

「承認」または「条件付き承認」という結果となった

が、このワークショップの結果を、評価時の判断の根

拠と共に相談員限定のシステムなどで公開していく

等により広めて行くことも有用であると考えられる。

各医療機関内で情報源の評価が行われていない場合

には、どの情報源からであれば情報提供しても良い

かを判断する拠り所となると思われ、一方、すでに施

設内で情報源の評価が行われている場合でも、その

評価にかかる時間や労力の軽減につながると考えら

れる。今後も、ワークショップで得られた知見や合意

をその場のみで終わらせず、より多くの相談員が活

用できる形にしていくための検討が必要である。 
 

E．結論 
本研究では、1）正しい情報の持続可能な作成・提

供体制の検討、2）情報の質を担保し、たどり着きや

すくする仕組みの検討、3）相談員らによる正しい情

報の活用を促す支援環境の整備の検討について、（1）
持続可能ながん情報提供体制（All Japan がん情報

コンソーシアム）とそれに関わる諸要件の検討、（2）
国内外の情報の質を担保する規制を含めた諸要件の

整理、（3）情報検索会社とともに実施するがん情報

サービスの情報検索パターンや特性による実態把握、

（4）相談員用がん情報データベース基盤のがん種の

拡張に向けた検討の4つの側面から検討を行った。各

側面から見えてきた実態や課題からは、国民の科学

的根拠に基づく情報の適切な利用は解決されておら

ず、利用者の情報ニーズの多様化は進んでいること

が示唆された。また各がん関連団体で必要とされる

情報の作成・提供、普及の努力が行われているものの、

各々の取組では解決が難しい状況が課題として示さ

れた。各団体の強みを活かせるよう協議し、具体的な

活動を行える場を持つことが、課題解決の一歩とし

て重要である。 
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ティブケア学会関連書籍：遺族ケアガイドライ

ン 2022 年 2022 年 7 月 金原出版 
7). 田村和夫．序 がん支持医療テキストブック 

サポーティブケアとサバイバーシップ 2022 年

10 月．日本がんサポーティブケア学会編 金原

出版  
8). 中山健夫．エフェクターT 細胞療法 がん免疫

療法ガイドライン 第 3 版 2023 年 3 月．公  

益社団法人 日本臨床腫瘍学会編 金原出版 
9). 中山健夫．がんワクチン療法 がん免疫療法ガ

イドライン 第 3 版 2023 年 3 月．公益社団

法人 日本臨床腫瘍学会編 金原出版 
10). 佐伯俊昭、田村和夫．日本初の老年腫瘍学テキ

スト～作成に至った経緯～ よくわかる老年腫

瘍学 2023 年 3 月．金原出版 
 
4．その他 

日本がんサポーティブケア学会関連記事 
1). 読売新聞 yomiDr.ヨミドクター ：宇和川

匡：外科医ならではのがん支持医療もあるこ

とを訴え外科医の参加を促す 2022 年 4 月

15 日 
2). 読売新聞 yomiDr.ヨミドクター ：佐伯俊

昭：全国のがん拠点病院に「サバイバーシッ

プセンターを」をあらゆる病気に通じる支持

医療の重要性 2022 年 5 月 20 日 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 

1．特許取得   なし 
2．実用新案登録 なし 
3．その他    なし 
 
 

 


